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　This paper examines the institutionalization of service-learning and community engagement in U.S. higher education; specifically the 

organizational formation process, organizational structure, and initiative development. A case analysis of Middlebury College illustrates 

two characteristics of the development of community engagement across campus: 1) close collaboration that draws on the strengths and 

assets of each department located within “academic affairs” makes diverse initiatives visible and intentionally positions them under the 

umbrella of community engagement, supporting their development across the institution. And 2) systematic implementation of curricular 

and co-curricular programs promotes academic service-learning through faculty support of new program initiatives as it facilitates student 

learning and campus-community partnership in co-curricular settings – resulting in meaningful and diverse educational opportunities.
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１　はじめに：本稿の問題意識

　本稿は，米国のリベラルアーツ・カレッジ（以下

LAC）のひとつであるミドルベリー大学（Middlebury 
College）を事例として，サービス・ラーニング（以

下SL）を推進する組織の形成過程，そして現在の組

織構成と取組内容を検討することを通して，SLの全

学的展開の実態を明らかにし，その特徴を考察する。

　SLとは，地域社会の課題やニーズに対応する社会

実践とその省察を通して，市民性育成や汎用能力の養

成，実践知の専門分野への統合，地域との互恵的関係

構築等を目的とした経験教育の一形態である（Jacoby 
2015）１）。日本では大学教育改革及び地域社会からの

要請によって，体験的学習やアクティブ・ラーニング

の導入が急速に拡大し，SLの実践が国内の地域社会

を中心に徐々に広がってきた（中教審 2012）。

　しかしながら，大学機関が持続性，体系性のある組

織的取組としてSLの効果を上げるのは容易なことで

はなく，特に，専門教育を中心とする学士課程教育に

どのように統合していくのか，未だ十分に検討が進ん

でいない。グローバル化する世界において，知識偏重

ではない市民性を備えた人材育成という観点からも，

今後日本の大学教育においてSLは重要な教育手法に

なると考えられる。日本の実践上の課題に寄与するた

めに，SLの制度化が進む米国大学の組織化の研究を

行うことは意義があり，今後の日本の大学における

SLの組織的取組に示唆を与えるものと考える。

２　先行研究

　日本の大学におけるSLは，多くの先行研究におい

て，従来からあるボランティア教育が発展した型と捉

えられている（佐々木 2003, 桜井・津止 2009, 森定 
2014等）。その組織化は，大学が主導する災害支援や

社会課題に対応する学生ボランティア活動が盛んにな

り，私立大学を中心に相次いでボランティアセンター

が設立されたことが契機となっている２）。SLは増加す

る学生ボランティア活動を教育的取組として枠付ける

方途として導入され，その取組を推進する中心組織を

整備することが主要な動きとなった（杉岡・久保 
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2007）。また，文科省による「地（知）の拠点整備事

業（COC）」や国際化推進の教育政策は，国公立大学

で地域連携科目や海外の短期体験プログラムの増加を

もたらした。こうした背景がSLの要素を含むプログ

ラムが広がる要因になっている。

　日本の大学がSLに取り組む中で，支援組織の役割

や正課プログラムの体系化に焦点を当てた調査や研究

はこれまでにも行われている。正課としてのボラン

ティア関連科目の体系化（長沼 2006）や，ボランティ

ア教育の発展型としてのSLの展開（桜井 2007），SL
のプログラムの体系化の模索等がなされてきた（山口

ほか 2015等）。また，日米の比較研究により，日本で

は，専門教育との接合が進んでいないこと（唐木 
2016），専門職人材活用に課題があること（武田 
2011），学内連携を含む組織体制を構築する必要があ

ること（冨田ほか 2009）等が指摘されている。

　ただ，これまでの研究の主要な関心は，従来のボラ

ンティア関連科目をSLとしてどう正課に組み込むか

という視点に基づくものが中心だった。また，ボラン

ティアセンターやSLセンター等の推進組織が進める

取組や科目に焦点を当てた研究が多く，大学機関全体

としてSLの取組をどのように位置付けるかについて，

十分に議論がなされてきたとは言えない。大学の教学

改革によりSLの位置付けが大きく変化したことが報

告されているように（黒沼・大川 2017），推進組織が

提供する科目の充実や質の向上だけでは，SLと大学

教育の統合を図ることは難しいのではないだろうか。

大学においてSLを制度化していくには，全学的な見

地から俯瞰的にSLの取組を捉え，組織化や専門人材

の確保，カリキュラムへの統合，教職員の協働，地域

との連携構築を図る必要性がある（福留 2019）。
　一方，米国においては，1985年に大学連合組織であ

るキャンパス・コンパクトが設立され，SLは民主主義

社会を支える市民を育成するための教育手法として一

気に大学教育へ広がった。1990年代に政府や教育行政

による助成金等の制度が次々と整備され，さらにボイ

ヤ ー に よ る「 社 会 参 画 の 学 識（Scholarship of 
Engagement）」の概念が提唱されると，教育研究と結

びつけた教員による正課のSLが増加した。2000年代

は，教養教育改革の文脈で21世紀型市民育成に寄与す

る教育実践（High-Impact Practices）の一つと見なされ，

大学機関レベルの取組が加速した。現在は，大学と地

域の互恵的な連携関係を推進する取組をコミュニ

ティ・エンゲージメントと総称し，より広い概念のも

とで，参加型アクション・リサーチやコミュニティ・

ベース・リサーチ，SLを地域貢献と教育研究を兼ね備

えた教育実践と位置付けている（五島 2018, 2019）３）。

　米国大学におけるSLの制度化（institutionalization）
の議論は1990年代後半から重要な論点となり，大学教

育に組み込むための行動計画（Bringle & Hatcher 
1996），制度化の指標となるルーブリックの作成（Furco 
1999），大学類型別の調査から制度化に必要な要素を

提示した研究等が行われてきた（Bringle & Hatcher 
2000）。キャンパス・コンパクトを中心としたアセス

メント・モデルでは，体系的な機関評価を通したSLの
制度化の促進が，教育の質の向上にも寄与することが

示された（Gelmon et al. 2018）。2006年からは，カーネ

ギー・コミュニティ・エンゲージメント分類（CCEC）

による機関評価の枠組み作りが進展している（五島 
2019）。
　米国におけるSLの組織化は，従来ボランティア活

動４）を運営する学生支援系（Student Affairs）の組織

だ っ た セ ン タ ー や 部 署 が， 正 課 を 扱 う 教 学 系

（Academic Affairs）の組織に移行する形で進んでいる。

それにより，予算確保や大学の戦略計画の元でSLの

支援が可能になり，地域連携の拠点としての中心的な

役割も果たすようになった。複雑且つ重要な機能を果

たしながら，大学内のSLに関連する様々な活動を包

括的に運営する役割を持つことが明らかになっている

（Welch & Saltmarsh 2013）。しかし，LACを含む小規

模大学では予算規模が州立大学と比べて少なく，連邦

政府助成の労働プログラムや単位付与のないコミュニ

ティ・サービスが主な取組となっていることが指摘さ

れている（五島 2019）。制度化の実態を把握するため

には個別の事例研究が必要であり，これまでもLAC３

大学を含む６大学を対象にSLを推進する組織体制や

機能を分析した研究（Strong et al. 2009）や，州立大

学の３事例を対象とした質の高い取組を持続させるた

めの制度化の推進指標に関する研究（山崎 2012），
LAC４大学を対象にグローバルな市民性を育成するプ

ログラムの研究（西村 2020）等が行われてきた。し

かし，組織化とSLの全学的な展開の実態を詳細に明

らかにした研究は見当たらない。SLの制度化は一朝

一夕に達成できるものではなく（Furco 2002），本稿

において米国の小規模大学の全学展開の実態を詳細に

分析することは，SLの組織的な取組の導入を進める

日本の大学にとって参考になるものと考える。
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３　ミドルベリー大学におけるSLの組織化５）

　ミドルベリー大学は，米国北東部バーモント州の小

都市ミドルベリーに1800年に創設された私立のLACで

ある。学生数は2,500人で９割以上の学生が学内に居

住する。全米LACの中でも選抜性が高く，環境研究や

国際関係学，外国語教育に定評がある。リベラルアー

ツ教育を中心とした少人数教育を行い，世界の16カ国

に海外拠点校を設置し，学生の約７割が海外へ留学す

る等，国際性を重視している。近年は，通訳・翻訳を

含めた語学教育分野に強いカリフォルニア州のモント

レー国際大学院（Middlebury Institute of International 
Studies）を傘下に収め，国内外の大学組織の連携を促

進する。より多彩で柔軟なカリキュラムを提供するこ

とで，小規模なLACでも研究大学に引けを取らない教

育の質の高さを維持している。

　ミドルベリー大学におけるSLは，理論と実践の統

合を目的とし，地元地域や米国内のみならず，海外の

地域社会における参画や連携を促進し，教養教育の中

で多様な教育実践が展開されている。その取組には，

国際性を重視するLACとしての特徴と，ミドルベリー

という小さな町のタウンカレッジとしての伝統的なア

イデンティティが映し出される。ローカル且つグロー

バルな市民性育成を目的とした活動が推進されてい

る。

　本稿がミドルベリー大学を研究対象に設定した理由

は，SLの組織化とプログラム開発がいち早く推進さ

れてきたからである。1990年代後半には州レベルの

キャンパス・コンパクトをバーモント大学と共同で設

立し，小規模大学の特徴を活かした学内連携や取組が

進められてきた。2006年にカーネギー・コミュニ

ティ・エンゲージメント分類（以下CCEC）の認定

（2015年に再認定）を受け，この分野で継続的な評価

を受けている。

　筆者は，2018年11月に現地への訪問調査を行った。

本稿の内容は，その際のインタビュー，および現地で

収集したCCEC申請書（2006年と2015年），及び自己

評価報告書等の資料に基づく。インタビュー対象者

は，組織化が始まった約35年前からSLのディレクター

職を長年務めてきたコミュニティ・エンゲージメン

ト・センター（以下CCE）のディレクター（1984年～

2020年３月在職）である。

Ａ　SL組織の形成過程
　SLを推進する組織がどのような経緯を経て現在の

構成になったのか。また，組織設置の背景と組織の特

徴にどのような点が見出されるのか。本節では，ミド

ルベリー大学のSLの組織の形成過程と，いくつかの

時期区分の中での取組の変遷を分析する（表１参照）。

それにより，35年間の組織化の変遷を辿り，現在の全

表１　ミドルベリー大学のSL組織の変遷
年 変遷 名称 系列 概要 関連事項

1980 － － 学生支援 担当者が学生寮業務とボランティア活動支援を
兼務

1984 設置 学生雇用とボランティア活動 学生支援 学生雇用事業とボランティア活動支援を並列で
行う

1993 合併 学生活動センター（内） 学生支援 ボランティア活動を含む学生主導の正課外活動
全般を包括的に支援

バーモント・キャンパス・コンパクト拠点設置（1998）

2000 分離
統合

学生雇用・ボランティア活動
とSL

学生支援 教員との連携を推進。キャリア支援と統合。「公
益のためのキャリアプログラム」を開発

学生寮改革による学生支援分権化（2000）
環境研究専属のSLコーディネーター雇用（2001）

2003 独立 シビック・エンゲージメント
のための連携（ACE）

教学 大学と地域関係者の連携アライアンスとして機
能。正課・準正課プログラムの体系化を促進。
民主主義に関わる市民活動を積極的に支援。
CCEC認定（2006）

大学戦略計画策定（2006）
新規分野を推進する教員への助成金開始（2006)
クリエイティブ・イノベーション・プロジェクト開始（2007）
ミッドコア・リーダーシッププログラム開始（2008）

2010 合併 実践教育センター内 ACE 学生支援 キャリア支援他と合併。ACEの学生ネットワー
クの活用，公益的インターンシップ助成金の獲
得活動を展開

2011 改編 実践教育センター内 シビッ
ク・エンゲージメント

学生支援 ACEの名称が消滅。SL及びシビック・エンゲー
ジメントを運営する独立した組織を再設置

社会起業家センター設立（2011）

2013 再改編 コミュニティ・エンゲージメ
ント

学生支援 独立した事務所の設置。他組織との連携強化

2014-
現在

独立 コミュニティ・エンゲージメ
ント・センター（CCE）

教学 新しい大学戦略枠組みの下，SLとコミュニティ・
エンゲージメントを推進。CCEC再認定（2015）

シビック・アクション計画策定（2017）
大学戦略枠組み策定（2018）

出典：Middlebury College（2006, 2015, 2019），インタビュー内容を元に筆者作成。
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学的展開の実相を理解する手掛かりとする。

　１　ボランティア活動の組織化

　ミドルベリー大学におけるSLの組織化は1980年代に

遡る。当時は，学生部の担当者が学生寮の業務と兼務

する形でボランティア活動を細々と支援しているに過

ぎなかった。同じ学生支援で中間層家庭出身の学生に

対する経済支援措置を講じる必要が生じ，それが組織

化の契機となった。学生雇用制度化のための特別な予

算が組まれると，1984年に「学生雇用とボランティア

活動（Student Employment and Volunteer Services）」が設

置され，その組織でボランティア活動も支援すること

になった。部署は学生支援系組織の一部として機能し，

ボランティア活動支援の組織化が進むことになった。

　1990年代に入ると組織を拡大する方向で部署が合併

し，中央集権的な「学生活動センター（Student 
Activity Center）」が設立される（1993年）。学生に関

する活動全般を管理し，ボランティア活動を含む様々

な正課外活動を支援した。その後センターでは，学生

寮のアルコールや社交に関わる深刻な課題が頻発し，

その問題解決のために2000年に学生寮改革が断行され

ると，ボランティア活動の企画運営を担っていたス

タッフとその権限は，新しく組織された５つの学生寮

に分権化されることになった。それまでセンターに集

中的に配置されていたスタッフや，中央集権的にコン

トロールされていた権限は個々の学生寮へ移管され

た。その結果，センターに留まったスタッフとその機

能は非常に限定的なものにならざるを得なかった。

　２　正課SLへの転換
　一方，当時全学レベルでは，1985年に設立された

キャンパス・コンパクトに加盟し，バーモント大学と

の協力によりバーモント・キャンパス・コンパクトの

拠点がミドルベリーに設置された（1998年）。キャン

パス・コンパクトの事業により，米国の多くの大学が

コミュニティ・サービスを授業に組み込み，正課とし

てのSLを導入する動きを活発化させる中，ミドルベ

リー大学でも，教職員と学生がバーモント・キャンパ

ス・コンパクトのワークショップに参加したことを契

機として，SLの授業を行う教員が，短期間のうちに

50名にまで達することとなった。

　前述の学生寮改革に伴い，学生支援系組織の改編が

敢行される中で，学生活動センターのディレクターは

戦略プランを起草する。キャンパス・コンパクトの知

見を活かし，限られた資源を活用して科目に基づいた

アカデミックなSL（Course-based Service-Learning）の

推進を提起する。そして，組織は教員と協働し学問分

野と関連するSLを実施する方向へと舵を切り，教育

目的に合致した実践を遂行できるよう他の学生支援か

らSLを切り離した。また，組織はキャリア支援と統

合し，連携して「公益のためのキャリアプログラム

（CCG）」の開発がなされた。その後の３年間，この

体制の下でSLの取組が継続された。

　３　教学系組織への移行とプログラムの体系化

　学生活動の支援から教員との協働へと方向性を転換

した組織に対して，次期学長となる学務副学長から教

員との連携プログラムに対する資金提供の打診を受

け，それを契機に「シビック・エンゲージメントのた

めの連携（Alliance for Civic Engagement: ACE）」が

2003年に設立された。教学系組織として独立したACE
は，テニュア教員２名，テニュアトラック教員２名，

地域関係者２名，学生２名，職員２名とスタッフの充

実が図られ，地域関係者を含めた協働的な組織として

機能した６）。

　ACEは，単位付与がされる「正課プログラム」と，

単位付与はされないが大学の責任の下で実施される

「準正課プログラム７）」の両方を提供し，プログラム

の体系化が進められた。正課は，SLやコミュニティ・

ベース・リサーチ，卒業研究等を含むプログラムであ

り，準正課はコミュニティ・サービス，インターン

シップ，学生運動や民主主義運動の活動を支援した。

ローカルな視点とともにグローバルな視点も考慮し

た，SLを含む民主主義社会における市民的な関与を

促進する活動（シビック・エンゲージメント）が推進

された。

　これまで学生支援の一部だった組織が教学系組織へ

移行し，独立した組織で正課と準正課のプログラムを

展開したことで，SLを教育プログラムとして認知さ

せることに成功し，教育実践としての評価を受けるよ

うになった。ACEの取組は，リベラルアーツ教育の伝

統を現代の課題や機会にリンクさせる役割を担うこと

で「それまで単なる学生支援としての認識に留まって

いた取組が，大学のミッションに近い活動と認識され

るようになった」。組織的な取組が加速したことによ

り，2006年には機関としてCCEC認定を受けている。

　４　経済不況による組織改編

　着実に組織の影響力と取組内容を拡大していった

ACE だったが，2008年に経済不況の影響で組織合併

の対象となる。それまで大学はSLを支援し発展させ

てきたものの，教員への資金提供やSLを用いた教授

法開発を奨励してこなかった。その結果としてSLに

対する教員の理解が進まなかった面があり，そのよう
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な状況のまま，SLが発展してきた背景があると言う８）。

深刻な経済不況に直面し，大学はACEが持つ学生との

ネットワークをキャリア支援プログラムに有効活用す

ることを目的に組織改編を決断する。「実践教育セン

ター（Center for Education in Action：EIA）」が設置さ

れると，ACEはキャリア支援や奨学金，保健専門職の

アドバイジング部門と合併され，学生支援の管轄下に

戻った。結果として，これまで築いてきた市民性育成

の教育的取組を行う組織としての独自性を失った。

　ただ，経済不況の煽りを受けた形で合併した組織体

制は期待通りには機能せず，2011年と2013年の２度に

渡り改編されると，教学系組織として再び独立する。

その組織が現在のCCEである。CCEは2006年に策定

された大学戦略計画に基づき，新しく開始されたクリ

エイティブ・イノベーション・プロジェクト（2007），
ミッドコア・リーダーシッププログラム（2008），社

会起業家センター（2011）等のプログラムや組織と協

働し，SLの全学的展開を推進する中心的役割を担う

こととなった。そして，2015年にはCCEC再認定を受

けている。

　1980年代にミドルベリー大学でSLの組織化が行わ

れてから，現在の形になるまでの約35年間，組織の位

置付けは大学の組織改革と社会情勢の変化により決し

て安定したものではなかった。そうした状況は時に組

織の独立性や自律性を弱め，事業推進に支障を来すこ

ともあった。そうした紆余曲折を経る中で，SLの組

織を教学系組織に位置付けたことはミドルベリー大学

にとって大きなインパクトを持った。教学系の学部長

や副学長と繋がる教学部門に組織を置くことは，「SL
が単に学生に対する支援や周縁的な活動ではないこ

と，そして，組織が大学のミッションに近い教育的取

組を実施していると認識される」ことを意味する。そ

して，これは「組織構造の観点からのベストプラク

ティス」と認識されていた９）。これまでの度重なる組

織変更は，他の組織や取組との協働を模索する局面を

生じさせ，その点において，現在のSLの全学的展開

のあり様に影響していると考えられる。こうした組織

の変遷を経た現在のSL推進組織の構成とその取組内

容について以下検討する。

Ｂ　SLの全学展開
　本節では，まずCCEを中心としたSLを推進する大

学内の組織構成を概観する。次に，教学系組織の３つ

のセンターの取組内容を詳細に検討し，SLを教育的

取組としてどのように全学展開しているのか実態を明

らかにする。

　１　組織構成

　ミドルベリーでは，SLを推進する組織は，大きく，

教学系組織と学生支援系組織の２系列に分けられる

（表２参照）10）。教学系組織は，大学のミッションと戦

略に基づいた教育実践を推進し，大学での研究教育と

結びつけた取組を奨励する。一方，学生支援系組織は

学生活動を支援し，大学生活における学生の成長や学

びを促進させる。

　　ａ　教学系組織

　CCEを含む３つの教学センター組織は，学生担当副

学部長（Associate Dean of Student Creativity, Engagement 
and Careers）の下に組織されている。

　CCEは，社会変革を志向する貢献活動の企画運営と

学生活動の支援を行う。学生が社会で市民的活動に参

画することを支援，促進することが目的である。一方，

キャリア・インターンシップ・センター（以下CCI）は，

広くキャリアや就職の支援を行う組織であるが，公共

性の高いインターンシップ活動に対しても奨学金を給

付する。公益的なキャリアへの支援を行うことで，

SL推進の一翼を担う。クリエイティブ・イノベーショ

ン・アントレプレナー・センター（以下CCISE）は，

社会起業家精神を養うことを目的に，活動の紹介や資

金提供を行い，創造的で革新的な試みを奨励する。

　各学科では，教員が中心となり，環境研究，教育研

究，地理学，演劇・舞踊等の専修分野で地域の活動を

組み込んだ科目（Community-Connected Course）を提

供している。授業の一環として，地域との共同研究や

課題解決型プロジェクトを組み込み，各学問分野に根

ざした地域参画を推進している。特に，大学の看板分

野の一つである環境研究分野では，３・４年次向けの

キャップストーンプログラムを開講し，教員に加えて

専属のSLコーディネーターが地域との連携や学生の

経験学習を支援している。

　　ｂ　学生支援系組織

　学生センター，学生寮，運動部，宗教センター等の

学生支援系組織は，学生が地域と繋がる活動を広く支

援する。例えば，学生センターでは初年次学生向けオ

リエンテーションにおいて，地元地域を含む大学コ

ミュニティへの帰属意識を高める取組を実施する。学

生寮では，寮生が地域と共同プロジェクトを行う等，

自主的な活動を奨励している。その他，運動部の学生

による郡内の学校でのメンター活動，宗教センターに

よるリーダーシッププログラムの実施等が挙げられる。

　全学的展開を行うにあたって，その核となるCCEが
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他組織との連携を推進する。CCEディレクターはCCI
ディレクター，担当副学部長，教員ディレクター，環

境研究のSLコーディネーターと定期的な会合を行っ

ているほか，2017年に大学のシビック・アクション計

画を協働して策定する等，大学全体のSLの推進に関

与している。ミドルベリーでは，教学系組織と学生支

援系組織がそれぞれ実施している地域参画や市民性を

育成する活動をSLの取組として位置付け，全学展開

を行って可視化させている。

　特に，教学系組織では大学のミッションや戦略を反

映させた形で取組が実施されている。次節では教学系

組織の３つのセンター組織に着目して分析する。

　２　取組内容

　地域コミュニティとの連携を重視した市民性育成プ

ログラムの推進拠点として，SL推進を担うCCEと他

の２センター（CCI，CCISE）の取組を分析する（表

３参照）。いずれのセンターも職員が主な担い手とな

り，プログラムによって個別に教員がディレクターと

なっている。

　　ａ　CCE
　CCEは「社会貢献・学識・市民性」を柱に，ボラン

ティア，市民運動，そして地域コミュニティ活動への

学生・教職員の参画を支援する。センターには，職員

ディレクター以下，プログラム・ディレクターやコー

ディネーター職の職員４名，事務作業を担う職員１

名，連邦政府の支援によるスタッフ２名が配置されて

いる。

　CCEは複数のプログラムを企画運営している。その

一つである「『特権と貧困』学術クラスター」は経済

的不平等をテーマとし，国内の貧困問題に取り組む活

動への従事と，学問分野を横断した形での関連科目の

履修を要件として，正課カリキュラムと接合させた学

際的なプログラムを展開する。「ランゲージ・イン・

モーション」は，留学経験のある米国人学生や海外か

らの留学生が地元の小中高等学校で語学学習の授業に

参画し，児童や生徒の異文化理解を支援する活動を行

う。他には，国内の移民コミュニティでの活動や海外

で複数の活動先が提供されている。近年，国際的な連

携を拡大しており，日本の協定校とのSLや海外での

インターンシップ等，グローバルな市民性の育成を志

向するプログラムを積極的に推進している。

　学生団体による民主主義のアドボカシー活動や選挙

関連活動も支援の対象である（ミッド選挙）。センター

傘下の学生団体に対して，資金提供やワークショップ

の実施，活動への助言等，包括的な支援を行う。子ど

ものメンタリングやホームレス支援，移民・難民支援

等，19の学生団体があり，職員がワークショップ等を

通して学生の市民的な能力開発に関与する。

　また，教員と学生に対する資金提供を複数行ってい

る。教員・学生の両方が申請できる「アカデミック・

アウトリーチ助成金」では，各学科の専門科目におけ

るSLの取組を重点的に支援している。CCEディレク

ターは各専修分野の教員に対して，SL手法を用いた

授業設計方法への助言，地域パートナーとの連携の支

援等，資金提供とコンサルティングを同時に行う。こ

うした取組により，専門教育におけるSLの促進を図っ

ている。

　CCEの取組は，社会に存在する異なる他者やコミュ

ニティを理解し，人々やコミュニティのニーズや課題

に対して関係者と協働すること，そして，活動を通じ

表２　ミドルベリー大学のSL推進体制

系列 管轄 名称 目的・内容

教
　
学
　
系

副
　
学
　
部
　
長

コミュニティ・エンゲージメント・
センター （CCE）

社会変革に繋がる社会貢献活動の企画運営と学生
活動の支援を通した市民参画促進

キャリア・インターンシップ・セン
ター （CCI）

公共性の高いインターンシップへの資金提供を通
じたキャリア支援

クリエイティブ・イノベーション・
アントレプレナー・センター （CCISE）

社会起業家精神の育成を目的とした活動の紹介と
資金・スペースの提供

各
学
科

環境研究専修，教育研究専修，地理
学専修，演劇・舞踊専修等　

学問分野に根ざした地域連携科目

学
　
生

支
援
系

各
担
当

部
　
長

学生センター，学生寮，運動部，宗
教センター等

地域と繋がる学生活動支援

出典：Middlebury College（2015）を元に筆者作成。
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た長期的なパートナーシップを重視している。プログ

ラムは，単位取得を伴わずに大学の責任の下で実施す

る「準正課プログラム 」が中心であり，社会課題を

抱える多様なコミュニティとの互恵的な関係性の構築

を第一義的な目的としている点が他の組織にない大き

な特徴である。

　　ｂ　CCI
　CCIは，４年間を通じたキャリア教育を支援するた

めに，75万ドルの資金を提供する。年間300人以上の

インターンシップ活動を推進し，インターンシップに

関する助言やプログラム開発を行う。学生が大学での

経験を卒業後の目標達成に繋げられるような支援を重

視している。

　センターには，ディレクター以下，キャリアアドバ

イザー４名，保健とSTEM専門のアドバイザー３名，

インターンシップ支援２名，就職支援４名，アカデ

ミック・アウトリーチ２名，広報・アウトリーチ・技

術２名の18名の職員と，学生アドバイザー８名が常駐

する。

　潤沢な資金を利用して，正課科目の中で実施される

学問的な内容に直結したインターンシップと夏期休暇

中の公益的なインターンシップ等に対して，手厚い経

済的支援を行う。この資金提供はCCEやCCISEのプロ

グラム参加者にも適用され，大学はそうした活動を広

表３　教学系センター組織の取組内容

組織 取組 名称 内容

CCE

正
課 「特権と貧困」学術クラスター

経済的不平等と貧困をテーマに，授業科目の履修と関連する貢献活動を実施。テーマを学際
的に探究することを奨励。教員・職員ディレクターによる共同運営。2013年開始

準
正
課

ランゲージ・イン・モーション 留学生や海外留学経験者が小中学・高校の授業で異文化理解活動を提供。2014年開始

日本サマーSL 休暇中に日本でアジア各国の学生と共に地域貢献活動を実施。2016年開始

ジラン・アラビア・コミュニティ
活動

休暇中に国内在住のアラビア語圏コミュニティで移民を支援

ミドルベリー・オルタナティブ・
ブレイク

休暇中に学生チームで国内・海外にて社会貢献活動を実施。提携の外部団体が活動先提供。
移民・難民に対するアドボカシー，環境保護活動，災害復興支援，芸術教育支援等

「特権と貧困」インターンシップ 休暇中に郡内・国内の貧困問題に取り組む団体で有償インターンとして活動

コミュニティ・フレンズ 小学生を対象とした１対１のメンタープログラムを通した教育支援。1960年開始

ミッド選挙 学生による民主主義のための活動。選挙登録支援，投票所への送迎，アドボカシー等。

学生団体支援
高校生向け大学準備教育，子どものメンタリング，ホームレス支援，移民・難民支援等，19
の学生団体を支援

資
金
提
供

アカデミック・アウトリーチ助
成金

教員・学生対象。授業科目の一環で地域コミュニティとの連携プロジェクトを支援。地域社
会課題と学問を統合する活動，学術的な成果を求める。最大$4,000。原資は同窓生寄付金

異文化コミュニティ・サービス
基金

米国・出身国以外の海外における国際的な貢献活動，アドボカシーや学生運動に対する支援。
最大$1,500。原資は同窓生寄付金

ミニ助成金
学期中に学生が主体的に行う地域活動に対する助成金。正課やプログラムのための活動は対
象外。$25～$500

サービス・クラスター・ボード
基金

学生主導のボランティア活動に対して支援。学生団体が対象者・団体を選出

CCI 資金
提供

冬学期インターンシップ 専攻に関連したインターン経験を学術的な内容と結びつけることを支援。成績は合否のみ

夏期インターンシップ 休暇中のインターンシップを支援。単位取得無し

CCISE

正
課

ミッド・コア
リーダーシップ，イノベーションがテーマの夏期プログラム。教員ディレクターと職員によ
る共同運営。成績は合否のみ

オラトリーＸ 身体表現を含めた市民的なパブリックスピーキングの訓練。保健体育１単位

グローバル・ヘルス副専攻
所定の科目から５単位を取得する副専攻。学際的アプローチと国際的フィールド実践を奨励。
CCIから資金提供有り

ミドルベリー・アントレプレ
ナーズ

ビジネスや非営利団体を立ち上げたい学生を対象。指導講師は地元の起業家等。教室外活動
でアイデアの実現を図る。成績は合否のみ

準
正
課

フェローシッププログラム
社会変革に関心のある学生10名程度を毎年選抜。助言・能力開発の機会有り。教員ディレク
ターと職員による共同運営。助成金も給付（上限$7,000）

オラトリー・ナウ 身体表現を含めた市民的なパブリックスピーキングのイベント，コンペティション

資
金
提
供

ミッド・チャレンジ
ビジネス，テクノロジー，サステナビリティ，アートの４分野で，学生のアイデアを支援（上
限$3,000）

ニューミレニアム基金 州内の小規模ベンチャー企業等に対するインターン費用の支援

平和プロジェクト 平和構築のための学生プロジェクト対象。米国内の90の大学が参加。外部基金から１件$１万

ツリーハウス基金 地元地域での創造的な学生プロジェクトを支援。１件上限$1,000。原資は同窓生寄付金

出典：大学公式ウェブサイト, Middlebury College（2015）を元に筆者作成。
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くSLと見なしている。CCIはキャリア教育の取組支援

を通じて，全学のSL推進の一翼を担っている。

　　ｃ　CCISE
　CCISEは，2006年の大学戦略方針を契機に設立され

たクリエイティブ・イノベーション・プロジェクト

（2007年開始）やミッドコア・リーダーシッププログ

ラム（2008年開始），社会起業家センター（2011年設

立）等を前身に，現在はイノベーションや創造的活動

のハブとして機能している。

　センターの職員は２名で，特定のプログラムに教員

ディレクターや支援スタッフが付く体制である。ス

タートアップ事業を中心に，学内外の様々な機関が提

供する助成金や各種イベント，メンターサポート，ス

ペース提供等の情報を集約し，キャンパス内外での革

新的で創造的な学生の挑戦を奨励する。組織が主導す

るプログラムや活動は少ないが，近年，体験や実践を

含む科目（オラトリーＸ，グローバル・ヘルス副専攻

等）を関連プログラムとして位置付け，正課との連携

を拡大させている。数多くの多彩なイベント情報や資

金提供の仲介，活動スペースの調達等を行い，国内外

の社会的企業や社会起業家との協働を促進させること

で学生の市民性育成に関与している。

４　考察と課題

　本稿の事例分析を基に，SLの組織化による全学的

展開の特徴を挙げるとすれば，次の２点となる。一つ

目の特徴は，教学系組織の特色と強みを活かした連携

である。各センター組織は大学のミッションと戦略に

基づいて，それぞれの組織の目的と機能を果たしなが

ら連携して取組を推進している。ディレクターレベル

では，大学の戦略方針に協働して関与し，スタッフレ

ベルでは，互いの取組において組織を超えて学生を支

援し，地域との協働を奨励する。多様な目的やアプ

ローチで実施されている活動をSLとして意図的に大

きな傘の中に位置付けることで可視化させ，SLの全

学的展開を促進している11）。資金調達の面において

も，連携の意義は大きい。小規模大学ではSLに当て

られる予算規模は決して大きくない（五島 2019）。組

織間で学生や教員に対して相互に資金提供を行なうこ

とで，全学的なSLの運営を支えている。それにより

取組の数や種類を増やし，事業の範疇を拡大すること

が可能になっている。そうした連携は，一定の規模感

のある活動を生み出し，全学的取組として可視化する

ことに成功している（図１参照）。

　もう一つの特徴は，正課・準正課プログラムの体系

化を推進していることである。教学系組織は正課科目

との連携や新たな正課プログラムの開発を積極的に進

めている。教員に対して資金提供を行い，コンサル

ティングを通して教員のSLに対する理解を醸成し，

地域連携や経験学習に関する教員の能力開発を支援す

ることで，専門分野におけるSL実践の促進を図る。

準正課プログラムでは，センターの主要な担い手であ

る職員が国内外の多様な取組を支援し，学生の学びに

対する教育的関与と地域との関係構築を行う。準正課

は日本では一般的でないが，従来正課外と一括りにさ

れてきた活動の中で，大学機関の関与や教育的関与が

ある活動を弁別する重要な概念である12）。単位取得の

有無にかかわらず，質の高い多様な教育機会を学生に

提供するために，教職員による支援と関与の内容と，

その体制が問われる。

　最後に，今後の研究課題を挙げる。学内連携やプロ

グラムの体系化を進めるにあたり，組織内で重要な担

い手となる職員が，どのように地域，学生，教員，大

学という多様な関係者と関わり，SLの推進を担って

いるのかを把握する作業が必要となろう。また，学科

組織や教員との連携によるカリキュラム構築等，SL
の質向上のための取組の実態を明らかにし，より包括

的にSLの制度化について検証していくことが課題で

ある。さらに，事例研究を中心として得られた知見や

示唆をより広い文脈において位置付ける作業を進めて

いきたい。

注

１） SLの定義には幅がある。Bringle & Hatcher（2012）は，教育課

程での単位付与を伴う正課（curricular）の取組に限定している。

正課科目では，SLを学問的な内容と結びつけ，省察を通して学生

が学問的知識の理解と応用を深め，市民性を養うことを目的とす

る。一方，Jacoby（2015）は，教育課程に位置付けられた取組だ

けでなく，学生支援系組織や地域団体，学生等が主導するものも

含め，省察と互恵の概念を有する取組であれば，SLの取組と解釈

する。その目的は幅広く，学生の多方面の学びと成長と共に，地

域コミュニティや教職員，大学機関の変容や恩恵も含める。本稿

ではJacobyの広義の解釈に基づいてSLを定義し，議論を進める。

２） 山口（2019）では，私立大学の中でも特にキリスト教系の大学

が先進的に取組を進めてきたことが言及されている。

３） コミュニティ・エンゲージメントの定義は，五島（2016）によ

れば，「パートナーシップと相互関係という文脈における知識と

資源の互恵的交流をめざして，高等教育機関と幅広いコミュニ

ティ（地方・地域あるいは州・国家・グローバル）の間に結ばれ

るコラボレーション」である。その目的は，「学問，研究，創造

的活動を伸張すること，カリキュラム，教育，学習を強化するこ
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と，教養ある市民を育成すること，民主的な価値と市民の責任を

強めること，重要な社会的課題に取組み，公共の利益に供するこ

と」にある。

４） ボランティア活動は，米国では通常コミュニティ・サービスと

呼ばれる。Furco（1996）の類型では，ボランティアは「個人の

利他的な活動や行為」を指す。その目的は，「学生が受け手のた

めに慈善活動を行うこと」で「１回限り，不定期に行う活動」が

多い。コミュニティ・サービスは「学生が活動に深く関与する継

続的な活動」である。その目的は，「社会課題に対する学び，社

会問題の原因等の探究」である。ここでは日本で一般的に使用さ

れているボランティア活動という名称を用いる。

５） 本章の内容は特記しない限り，コミュニティ・エンゲージメン

ト・センター（CCE）のディレクターへのインタビュー内容と

Middlebury College（2006, 2015）のCCEC申請書内容に基づく。イ

ンタビューの発言を直接引用した場合は，個別に脚注を入れた。

６） シビック・エンゲージメントとは，市民的な社会参画を促進す

るための大学の社会に対する積極的な関与や活動を意味する。民

主主義社会の構築のための市民を育成する様々な活動の支援を含

む。

７） 原語はco-curricularまたはco-curriculum。コカリキュラー，正課

併行等の名称も使用されている。米国の学生支援プログラムに多

く存在する位置付け。小貫（2014）では「準カリキュラム」と訳

され「従来『特別カリキュラム（extra-curriculum）』と呼称され

ていた，教育的アプローチの比較的強い学生支援プログラムのこ

とで，準カリキュラムは『共同的』という意味が強いことから，

近年大学関係者に好まれて使用されている」と注釈されている。

愛媛大学に「準正課教育」として記述がある（https://www.
ehime-u.ac.jp/campus_life/ex-study/）［2020年９月20日閲覧］。

８） CCEディレクターは「大学は環境研究専属のSLコーディネー

ターを雇用することや，環境研究，デジタル・リベラルアーツ分

野に対する学際的コースの教授法開発には積極的だった」と述べ

ている。

９） CCEディレクターのインタビュー発言より引用。

10） ミドルベリー大学の組織は，教学系組織，学生支援系組織，財

務管理系組織，アドバンスメント組織の４つの大きな領域に分か

れている（Middlebury College 2019）。
11） CCEディレクターは「例えて言うと，5000メートルの高さから

見ると多種多様な取組が経験学習という大きな傘の中に入る。

3000メートルの高さから見れば，インターンシップやキャリア支

援，社会起業家的な取組等，それぞれの違いが見えてくる。しか

図１　教学系組織の連携とプログラムの体系化

出典：大学公式ウェブサイト, Middlebury College（2015）を元に筆者作成。

注：白抜きはプログラムや科目，網掛けは資金提供の主な内容，矢印は資金提供の流れを表す。
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し，それは排他的な意味を持つのではなく，どの活動も似た部分

もあれば，ユニークな部分も持ち合わせていることを認め合う関

係性にある」と述べている。

12） 日本の大学教育では，「正課」と「正課外」という括りによって，

大学主導の取組であっても単位が付与されない場合は，学生の自

主活動と同じ「正課外」という枠組みで認識されることが多い。
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